４　事務事業執行概要
スマートシティ戦略部は、情報通信技術の活用による府民の利便性向上や、国家戦略特別区域その他の特別区域に関する業務を行っている。

１　スマートシティ戦略総務課
部の総合企画、予算、広報、人事、調整やスマートシティ戦略会議、大阪府スマートシティ推進本部会議運営等に関する事務を行った。
　大阪府及び府内市町村が保有するデータを活用する基盤として、「大阪府市町村データ活用プラットフォーム」を構築し、住民向け情報発信アプリケーションの提供を開始した。
　また、新型コロナウイルス感染症に関する府民からの問い合わせ窓口における、相談体制の充実等を図るため、ＡＩチャットボットを導入した。加えて、新型コロナウイルス感染症対策において、各部局が直面するＩＣＴ面での課題解決に向け、新たなシステムの構築等、様々な支援に努めた。

企業、団体、府内市町村等とともに「大阪スマートシティパートナーズフォーラム」を令和２年８月に設立し、市町村課題の見える化や課題解決のためのプロジェクト推進をはじめ、セミナー開催や幅広い情報発信等に取り組んだ。
２　地域戦略・特区推進課
大阪スマートシティ戦略に示されたスマートモビリティやデータヘルスなどについて、府民の「生活の質(QoL)向上」を目的に、大阪スマートシティパートナーズフォーラムの取組と連携し、公民共同による実証事業等の推進に取り組んだ。
また、感染拡大の抑制と社会経済活動の維持の両立を図るため、不特定多数の人が集まる施設やイベントを対象にＱＲコードを活用し、感染者と接触の可能性がある利用者にメールで注意喚起を行う「大阪コロナ追跡システム」を、令和２年５月に構築・運用開始した。

平成26年５月に「国家戦略特別区域」の指定を受け、規制改革と税制・金融措置による医療等イノベーション拠点の形成や、チャレンジ人材支援を推進するため、関係機関との連絡調整や国等への要望を行い、関西圏国家戦略特別区域会議等を経て、計画認定を受けるとともに、大胆な規制改革などによって未来社会を先行実現する「スーパーシティ」の実現をめざし、国の区域指定の獲得に向けて取組みを進めた。

また、規制緩和や税制・財政・金融措置により、事業者への支援を行う「関西イノベーション国際戦略総合特区」、及び特定の区域に特例措置を適用することにより地域活性化に貢献する事業の実施を促進する「構造改革特区」について、国や関係機関との連絡調整等を行った。
３　デジタル行政推進課
３レスの取組やＩＣＴを活用した大阪府庁版「働き方改革」を推進し、職員の業務の効率的、効果的な遂行につなげる業務改革の取組を行った。
また、マイナンバー制度に係るシステム整備と円滑な運用準備に関して、国・市町村や庁内関係課等関係機関との連絡調整や府内市町村のインターネットセキュリティ対策システムの整備等を行った。さらに、アドバイザー事業及び補助金制度により市町村の取組を人材面・技術面、財政面から支援した。
　大阪市町村スマートシティ推進連絡会議（GovTech大阪）において市町村間の情報共有等を図るとともに、市町村システム等の共同化を推進した。
４　ＩＣＴ基盤課
全庁的なＩＴ化を推進するため、職員端末機や庁内ネットワークの整備、基幹システムの運用、情報セキュリティ対策など庁内情報通信基盤の適切な管理・運用を図るとともに、各部局のＩＴ事業について調整や技術的支援を行った。

